
吸収合併に関する事後開示事項 

（会社法第 801 条第 3項第 1号及び会社法施行規則第 200 条に定める書類） 

 

2026 年 10 月 1 日 

 

東京都港区芝五丁目 7番 1 号 

日本電気株式会社 

取締役代表執行役社長 森田 隆之 

 

日本電気株式会社（以下「存続会社」といいます。）は、2026 年 7 月 1 日付けでＮＥＣソリ

ューションイノベータ株式会社（以下「消滅会社」といいます。）との間で締結した吸収合

併契約書（以下「本合併契約」といいます。）に基づき、2026 年 10 月 1 日を効力発生日と

して、吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行いました。本合併に関し、会社法第 801

条第 1 項に定める事項は以下のとおりです。 

 

1. 本合併が効力を生じた日（会社法施行規則第 200 条第 1 号） 

2026 年 10 月 1 日 

 

2. 消滅会社における吸収合併をやめることの請求に係る手続の経過並びに反対株主の株

式買取請求、新株予約権買取請求及び債権者の異議に関する手続の経過（会社法施行規

則第 200 条第 2 号） 

(1) 吸収合併をやめることの請求（会社法第 784 条の 2）の手続の経過 

消滅会社は、存続会社の完全子会社であったため、該当事項はありません。 

 

(2) 反対株主の株式買取請求（会社法第 785 条）の手続の経過 

消滅会社は、存続会社の完全子会社であり、また、消滅会社においては、存続会社

が会社法第 784 条第 1 項本文に規定する場合における特別支配会社に該当するた

め、会社法第 785 条第 3項の規定により、該当事項はありません。 

 

(3) 新株予約権者の新株予約権買取請求（会社法 787 条）の手続の経過 

消滅会社は、新株予約権を発行していないため、該当事項はありません。 

 

(4) 債権者の異議申述（会社法第 789 条）の手続の経過 

消滅会社は、会社法第 789 条第 2 項及び第 3 項の規定に従い、2026 年８月４日付

け官報及び同日付け日刊工業新聞により、その債権者に対して所定の事項を公告し

ましたが、消滅会社に対し、異議申述期限までに債権者からの異議の申し出はあり

ませんでした。 

 



3. 存続会社における合併をやめることの請求に係る手続の経過、並びに反対株主の株式買

取請求及び債権者の異議に関する手続の経過（会社法施行規則第 200 条第 3 号） 

(1) 吸収合併をやめることの請求（会社法第 796 条の 2）の手続の経過 

本合併は、会社法第 796 条第 2 項本文に基づく簡易合併であるため、該当事項はあ

りません。 

 

(2) 反対株主の株式買取請求（会社法第 797 条）の手続の経過 

本合併は、会社法第 796 条第 2 項本文に基づく簡易合併であるため、該当事項はあ

りません。 

 

(3) 債権者の異議申述（会社法第 799 条）の手続の経過 

存続会社は、会社法第 799 条第 2 項及び第 3 項の規定に従い、2026 年８月４日付

け官報及び同日付け電子公告により、その債権者に対して所定の事項を公告しまし

たが、存続会社に対し、異議申述期限までに債権者からの異議の申し出はありませ

んでした。 

 

4. 吸収合併により存続会社が消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項（会社法

施行規則第 200 条第 4号） 

存続会社は、本合併の効力発生日をもって、消滅会社が有する資産、負債その他の権利

義務を本合併契約の定めに従って承継しました。 

 

5. 消滅会社が備え置いた本合併に関する事前開示事項（会社法施行規則第 200 条第 5 号） 

別紙のとおりです。 

 

6. 吸収合併の変更の登記をした日（会社法施行規則第 200 条第 6号） 

2026 年 10 月 14 日までに会社法第 921 条の変更の登記を申請する予定です。 

 

7. その他吸収合併に関する重要な事項（会社法施行規則第 200 条第 7号） 

存続会社は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、株主総会の承認を得ることなく本

合併を行いました。なお、存続会社は、会社法第 797 条第 3 項及び第 4 項の規定に従

い、2026 年 8 月 4 日付け電子公告により、その株主に対して所定の事項を公告したと

ころ、会社法第 796 条第 3 項の規定に基づき、存続会社の株主 1 名より存続会社に対

し、本合併に反対する旨の通知がありました。当該反対通知に係る株式の数は 2,000 株

であり、会社法施行規則第 197 条に規定する数を下回ります。 

 

以 上 

 

 



別紙 

吸収合併に関する事前開示事項 

（会社法第 782 条第 1項及び会社法施行規則第 182 条に基づく書面） 

 

2026 年 8月 4日 

 

東京都江東区新木場一丁目１８番７号 

ＮＥＣソリューションイノベータ株式会社 

代表取締役執行役員社長 岩井 孝夫 

 

当社は、日本電気株式会社（（本所在地： 東京都港区芝五丁目７番１号。以下「存続会社」

といいます。）との間で 2026 年 7 月 1 日付で締結した吸収合併契約書（以下「本合併契約」

といいます。）に基づき、2026（年 10 月 1（日を効力発生日として、当社を消滅会社とする吸

収合併（以下「本合併」といいます。）を行うことといたしました。 

本合併に関し、会社法第 782（条第 1（項及び会社法施行規則第 182 条に定める事項は、次

のとおりです。 

 

1. 本合併契約の内容（会社法第 782 条第 1項） 

別紙のとおりです。 

 

2. 本合併の対価についての定めがないことの相当性に関する事項（（会社法施行規則第 182

条第１項第 1号） 

本合併に際して、株式の割当てその他の対価の交付は行いません。本合併は当社の完全

親会社との合併であるため、かかる取扱いは相当であると判断しております。 

 

3. 本合併の対価について参考となるべき事項（会社法施行規則第 182条第 1 項第 2 号） 

該当事項はありません。 

 

4. 新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1項第 3号） 

該当事項はありません。 

 

5. 存続会社の計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 4 号及び第 6（

項第 1号） 

(1)最終事業年度に係る計算書類等の内容 

存続会社は、有価証券報告書及び半期報告書を関東財務局に提出しております。最終

事業年度に係る計算書類等については、金融商品取引法に基づく有価証券報告書等

の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）によりご覧いただけます。 

 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 



 該当事項はありません。 

 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象 

①存続会社は、2025 年 10 月 29 日開催の取締役会において、存続会社の北米：域

統括会社である NEC（ Corporation（ of（ America を通じて CSG（ Systems（

International,（Inc.を買収することについて決議し、同社と本買収に係る合併

契約を締結しました。（ 

その後、NEC（ Corporation（ of（ America が米国に設立した特別目的会社と CSG（

Systems（International,（Inc.の合併（逆三角合併）の方法による買収が 2026 年

5 月 14 日に完了し、CSG（Systems（International,（Inc.は存続会社の連結子会社

となりました。 

 

②存続会社は、ＮＥＳＩＣホールディングス株式会社（以下「ＮＥＳＩＣホールデ

ィングス」といいます。）と、当社の（（ア）道府県、市町村及び特別区向け国内消

防防災事業のうち保守事業並びに（（イ）外局（本庁を除く）及び：方支分部局向

け国内消防防災事業のうちプロダクト開発・製造事業及びサービス提供事業を除

く事業を、吸収分割によりＮＥＳＩＣホールディングスに対して承継させること

に関して、2025 年 12 月 1 日付で、吸収分割契約書を締結しました。 

その後、この吸収分割の効力発生により、当社は、2026 年 4月 1日付で当社の当

該事業をＮＥＳＩＣホールディングスに承継させました（なお、同日付で、ＮＥ

ＳＩＣホールディングスは、ＮＥＣネッツエスアイ株式会社（（以下（「ＮＥＣネッ

ツエスアイ」といいます。）との間で締結した吸収分割契約書に基づき、当該事

業をＮＥＣネッツエスアイに承継させました。）。 

 

③存続会社は、当社と、当社の大手企業及び官公庁向け事業のうち外食向け事業を

除く事業を、吸収分割により存続会社に対して承継させることに関して、2026 年

2 月 2 日付で、吸収分割契約書を締結しました。その後、この吸収分割の効力発

生により、当社は、2026 年 7月 1 日付で当社の当該事業を存続会社に承継させま

した。 

 

④存続会社は 2026 年 6月 11 日に下記のとおり無担保社債の発行を決定し、2026 年

6 月 17 日に発行しました。 

 第 68 回無担保社債 

 1.発行総額  20,000 百万円 

 2.発行価格  各社債の金額 100 円につき金 100 円 

 3.利率    年 1.884% 

 4.払込期日  2026 年 6 月 17 日 

 5.償還期限  2029 年 6 月 15 日 



 6.償還金額  各社債の金額 100 円につき金 100 円 

 7.資金の使途 借入金返済資金 

 8.特約    社債間限定同順位特約 

 

 第 69 回無担保社債 

 1.発行総額  30,000 百万円 

 2.発行価格  各社債の金額 100 円につき金 100 円 

 3.利率    年 2.319% 

 4.払込期日  2026 年 6 月 17 日 

 5.償還期限  2031 年 6 月 17 日 

 6.償還金額  各社債の金額 100 円につき金 100 円 

 7.資金の使途 借入金返済資金 

 8.特約    社債間限定同順位特約 

 

6. 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 4 号及び第 6（

項第 2号） 

(1)当社は、存続会社と、当社の大手企業及び官公庁向け事業のうち外食向け事業を除

く事業を、吸収分割により存続会社に対して承継させることに関して、2026 年 2 月

2 日付で、吸収分割契約書を締結しました。その後、この吸収分割の効力発生により、

当社は、2026 年 7月 1日付で当社の当該事業を存続会社に承継させました。 

 

(2) 当社は、ＮＥＳＩＣホールディングスと、当社のＳＭＥ事業（中堅中小企業及び中

小自治体向け事業のうち外食向け事業を除く事業をいいます。）を、吸収分割により

ＮＥＳＩＣホールディングスに対して承継させることに関して、2026 年 2 月 2 日付

で、吸収分割契約書を締結しました。その後、この吸収分割の効力発生により、当社

は、2026 年 7 月 1 日付で当社の当該をＮＥＳＩＣホールディングスに承継させまし

た（なお、同日付で、ＮＥＳＩＣホールディングスは、ＮＥＣネクサソリューション

ズ株式会社（以下「ＮＥＣネクサソリューションズ」といいます。）との間で締結し

た吸収分割契約書に基づき、当該事業をＮＥＣネクサソリューションズに承継させ

ました。）。 

 

7. 本合併の効力発生日以後における債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則

第 182 条第 1項第 5号） 

存続会社の貸借対照表における資産の額は負債の額を上回っております。また、本合

併後においても存続会社の資産の額は負債の額を十分に上回ることが見込まれます。

さらに、本合併後に存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事象は現地のところ

予想されておりません。従って、存続会社が当社から承継する債務については、本合

併の効力発生日以降も履行の見込みがあると判断いたします。 



 

以 上 



別紙 吸収合併契約書 

 

次ページ以降をご参照ください。 



吸収合併契約書

日本電気株式会社 (以下 「甲」という。)及びNECソ リューションイノベータ株式会社
(以下「乙」という。)は、以下のとおり合併契約 (以下「本契約」という。)を締結する。

第 1条  (合併の方法 )

甲及び乙は、本契約に従い、甲を吸収合併存続会社とし、乙を吸収合併消滅会社として

合併を行 う (以下 「本合併」という。)。

第2条  (合併をする会社の商号及び住所 )
(1)甲 (吸収合併存続会社 )

商号 :日 本電気株式会社

住所 :東京都港区芝五丁目7番 1号

(2)乙 (吸収合併消滅会社 )

商号 :NECプ リューションイノベータ株式会社
住所 :東京都江東区新木場一丁目 18番 7号

第3条  (合併に際して交付する金銭等及び害J当 に関する事項 )
甲は、本合併に際して、乙の株主である甲に対して、甲の株式又はこれに代わる金銭等

の対価を交付しない。

第4条  (甲 の資本金及び準備金の額 )

本合併に際し、甲の資本金、資本準備金及び利益準備金は増加しない。

第5条  (合併が効力を生ずる日)
本合併が効力を生ずる日 (以下「効力発生日」という。)は、2026年 10月 1日 とする。

但し、本合併の手続の進行上の必要性その他の事由により必要がある場合には、甲及び乙

は協議の上合意することにより、効力発生日を変更することができる。

第6条  (株主総会の開催 )
1.甲は、会社法第 796条第 2項の規定に基づき、会社法第 795条第 1項に定める株主総
会の承認を得ることなく本合併を行うものとする。

2.乙は、会社法第 784条第 1項の規定に基づき、会社法第 783条第 1項に定める株主総
会の承認を得ることなく本合併を行 うものとする。

第7条  (会社財産の承継 )

甲は、効力発生日において、乙の従業員全員、全ての資産及び負債並びに権利義務の一

切を承継する。
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第8条  (会社財産の管理等 )

甲及び乙は、本契約締結後、効力発生日までの間、善良なる管理者としての注意をもつ

て、それぞれの業務の執行並びに一切の財産の管理及び運営を行 う。また、甲及び乙は、

本契約に別段の定めがある場合を除き、その財産又は権利義務に重大な影響を及ぼす行

為については、予め協議し合意の上、これを行う。

第9条  (事情変更)

本契約締結日から効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により甲又は

乙の資産状態又は経営状態に重大な変更が生じた場合、甲乙協議の上合意することによ

り、本合併の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

第10条  (本契約の効力)

本契約は、効力発生日の前日までに、法令に定められた関係官庁等の承認が得られない

場合は、その効力を失う。

第11条  (準拠法及び管轄裁判所)

1.本契約は、日本法を準拠法とし、日本法に従つて解釈される。
2.本契約に関し紛争が生じたときは、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所
とする。

第12条  (協議事項)

本契約に定める事項のほか、本契約に定めのない事項その他本合併に関し必要な事項

は、本契約の趣旨に従い、甲乙協議の上、これを決定する。

(以下余白)

本契約締結の証として本書 2通を作成し、甲乙が記名押印の上、各 1通を保有する。

2026年 7月 1日

東京都港区芝五丁目7番 1号

日本電気株式会社

取締役代表執行役社長兼 CEO 森田

乙 : 東京都江東区新木場一丁目 18番 7号

NECノ リューションイノベータ
代表取締役 執行役員社長  岩井

甲
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